
第6回⼤都市制度推進協議会資料 財政調整制度シミュレーション

１７，８９８億円１７，８９８億円１７，８９８億円１７，８９８億円

６，４２２億円６，４２２億円６，４２２億円６，４２２億円

◆府県権限

◆中核市権限

歳出（一般財源ﾍﾞｰｽ）歳出（一般財源ﾍﾞｰｽ）歳出（一般財源ﾍﾞｰｽ）歳出（一般財源ﾍﾞｰｽ）

府税 8,559
地⽅譲与税・税交付⾦等 1,210
地⽅交付税 6,219

⼤
阪
都

特
別
自
治
区

調整交付⾦ 1,720

１７，８９８億円１７，８９８億円１７，８９８億円１７，８９８億円

個⼈住⺠税・市たばこ税・軽⾃動
⾞税等・事業所税・都市計画税 ２,396

地⽅譲与税・税交付⾦等 544

６，４２２億円６，４２２億円６，４２２億円６，４２２億円

歳入（一般財源ﾍﾞｰｽ）歳入（一般財源ﾍﾞｰｽ）歳入（一般財源ﾍﾞｰｽ）歳入（一般財源ﾍﾞｰｽ）

調整交付⾦ 3,482

調整交付⾦ ５,202億円
●交付税（臨時財政対策債を含む） 1,338億円
●調整税（普通税三税） 3,864億円

６７％６７％６７％６７％

３３％３３％３３％３３％

◆⼤都市特例事務 190
・国、府道の管理
・児童相談所の設置 など 譲与税等の移転 137

交付税の移転（仮置き） 53

• 移転する事務にかかる財源を⼤阪都へ移転
• 事務の内容等によって、垂直調整の⽐率は
変化

◆基礎からの事務移転 1,720
・消防、上下水道など（東京都並み）

⼤都市特例事務
に係る財源移転
は、地⽅財政制度
で移転（以下の
パターンでも同
じ）

資料４


